
 

 
 
 

第６章 
 
 

モニタリングと経営改善への 

フィードバック 
  



6.1 統制と評価の意義 
 
（１）モニタリングを通じた「統制と評価」の機能 

 
本章では国立大学や大学共同利用機関(以下、国立大学等)における「統制と評価｣について考察する

が、ここでは「統制と評価」は組織を有効に運営し管理するための用具(ツール)、または仕組のひと

つと考える。すなわち、「統制と評価」とは、人員・資材・資金(いわゆるヒト・モノ・カネ)などの経

営資源を、組織目標の達成に向けて最も効率的に配置して運用し、さらには定期的にモニタリングし

ながら必要な軌道修正を行なって組織目的を効率的に達成するための組織内部及び外部のシステム

と位置づける。したがって、国立大学法人評価委員会が行なう国立大学法人の業務実績の評価や中期

目標・中期計画への意見表明等という外部からの評価や統制だけを意味するものでなく、法人自らが

自己の目標達成や資源管理の改善目的のため内部からの評価や統制を含むものである。むしろ、自己

評価・内部統制による経常的な業務見直しと修正行動を図ることが前提としてあり、外部評価や統制

は公財政支援を受けることから公金の適正な使用を担保する外在的統制装置とみなすことが妥当か

もしれない。 
 
このため、「統制」の機能には、第一に組織自体の目標を具体的に明示することが含まれる。すな

わち、組織が存在している環境(これを「組織環境」と呼ぶ)からの要請として基本的な目標(ミッショ

ン)の存在が認識されねばならない。基本的な目標は、それを達成するために複数の分野におけるそ

れぞれの目標設定の前提となり、各分野で達成すべき目標が定められる。さらに各分野での目標を達

成するために、各分野ごとに下位の目標が設定される。このように、ひとつの組織をめぐる多層的な

組織目標の連鎖が形成されることになる。 
 

ただし、組織目標の連鎖を構築するだけでは組織を目標達成に導いてゆくことはできない。組織運

営の各階層における目標は、業績評価を通じて常にその達成状況が評価されねばならない。業績評価

の結果、ある目標が達成されたと判断された場合には、より高次の目標を設定しその達成に努めるべ

きであるし、また達成の困難な、あるいは不可能と思われる目標についてはその原因を探り改善案を

策定せねばならない。ある場合には目標達成の手段が適切でないかもしれないし、あるいは目標達成

度の測定基準が明らかでないかもしれない。さらには目標そのものを再設定するほうが有効な場合も

ある。いずれにしても、明白なのは目標の達成度を測定し内容について判断すること、すなわち「評

価」という機能が必要であるということである。 
 

これらは、いわゆる「目標による管理」という経営手法を前提としているがそれについては後述す

る。 
なお、国立大学法人制度の評価については、制度創設後間もないことから未だ具体的な運用や手法

について確定していないものも少なくない状況である。このため、以下に記述する内容、特に国立大

学法人評価委員会に関する部分は今後の委員会審議等を通じて定まっていくことに十分留意するこ

とが必要であり、一つの考え方として理解していただきたい。 
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（２）「統制と評価」の分類 

 

いわゆる「統制と評価」について具体的な検討を行う前に、用語の一般的な分類について確認して

おきたい。「統制と評価」には、評価主体と被評価対象の位置づけ、評価対象となる情報の属性、評

価のタイミング、評価に際しての判断方法などの観点からいくつかの分類が考えられる。また、通常

は統制の目的や対象によって適切な評価の方法や指標が選択されるという関係にある。ここでは評価

の分類を中心に述べる。 
 
①内部評価と外部評価 

「評価」は、その主体すなわち評価し統制する側の位置づけが組織の外部か内部かによって内部評

価と外部評価とに分類することができる(より厳密には、評価主体の評価規範が組織の内部において

定められているか、外部で定められているかによる区分との指摘もあるが[伊地知 2003]、ここでは一

般的分類にしたがう)。 
この分類に基づき、国立大学法人法に関する「統制と評価」について俯瞰すると概ね以下のように

なる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ここでは、評価主体の位置づけ、すなわち、組織の内部にあるか外部にあるかによって分類したた

め、いわゆる「第三者評価」も外部評価の一種として区分した。 

 
②定量的評価と定性的評価 

「評価」は、評価の対象となる情報の性質、すなわち定量的情報か定性的情報かによって分類する

ことができる。例えば国立大学に関する「評価」についてこの分類を試みれば概ね以下のように整理

できる。 
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一般に、定量的情報は目標の設定及び評価が明確であるのに対して、定性的評価は主観的要素が強

く入るため目標の設定が漠然としており、評価も困難であるとの指摘がなされる場合がある。ただし、

教育や研究といった活動を行っている大学の評価にあたっては、定量的及び定性的情報は必ずしも明

確に区分されないか、または区分することに積極的な意義を見出せない場合も多く、適正な評価を行

うためには両者を組み合わせた判断が不可欠である。むしろ、重要なことは定性的評価であっても、

評価基準が具体的で、検証可能なことである。たとえば、「○○研究分野で我が国での国際的拠点を

目指す」という目標は定性的記述であるが、十分具体的であり、「知の拠点形成を目指す」という表

現は一般的・抽象的で検証が困難といえる。 
 
③事前評価と事後評価 

これは評価のタイミングに基づく分類である。すなわち、評価の対象となる行為または成果物につ

いて、実施前に行うのが「事前評価」であり、実施後に行うのが「事後評価」である。この分類は評

価の目的と密接な関係があり、一般に事前評価は資源配分のために行われ、事後評価はアカウンタビ

リティの検証又は改善のためのデータ収集を目的として行われることが多い。したがって、評価の方

法や評価の指標などもその目的に応じて適切なものが選択されなければならない。 
例えば、法人化以前の国立大学における予算は国立大学全体における各大学、あるいは個々の大学

における各部局ごとの資源配分を表したものであり、その策定に際しては事業年度開始以前に事業の

必要性や緊急性など複数の観点から様々の検討が行われている。また、事後においては、研究成果や

活動成果に関するデータや多様な指標を用いて、事業の成果や事業遂行上の効率性が当初の目標を達

成しているか、どこを改善したらよいかが評価されるが、相対的に事前評価に重点が置かれていた。 
一方、法人化後においては、国からの経営資源の大部分は運営費交付金として交付され、交付金に

ついては法人の判断で使途が決定できるなどその制約は従来より緩やかである。また、従来の歳入歳

出決算書に代えて企業会計に基づく財務諸表及び決算書が作成され、それが評価の対象となるなど運

営管理には事後評価により重点が置かれるようになる。 
ただし、この分類も便宜的なものであり、ある事業に対する事後評価の結果が次の事業の事前評価

として用いられることも多い。 
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④主観的評価と客観的評価 

「主観的評価」とは評価主体の主観的な判断を重視する評価である。それに対して評価対象の定量

的指標などの客観的属性を重視して行う評価が「客観的評価」である。一般に客観的評価が重視され、

よしとされる傾向があるが、評価目的や評価対象の性質に基づき適切な方法や基準・指標を選択する

ことが評価の要諦であり、どちらかが常に優れているということはない。例えば研究者の業績を論文

の数で評価することは、客観的データに基づいた評価が行なえるかもしれないが、評価が難しい質の

考慮を行わなければ、内容に乏しい論文が大量生産されるのではとの懸念が生じる。 
 

要するに、情報の性質やその内容について正しい知識を持って、「統制と評価」の主体または客体

の経営組織体における階層に応じて、適切な判断を行うことが必要である。 
なお、企業などの現実の大規模な組織では、本部と各事業部、または各組織における運営責任者、

中間管理者及び業務実施者等の組織構成員によって内部評価の水平的かつ多層的な階層構造が形成

されている。また、評価の目的や評価の対象等によって、評価の方法や指標が選択されて組み合わさ

れ、評価システムとなり、「統制と評価」の連鎖の構造が見られるのが普通である。 
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6.2 組織の統制と評価 
 
「統制と評価」という語を前節で述べたような意味で用いるとすれば、組織における「統制と評価」

については、概ね次のような特質を指摘することができる。まず第一に、「統制と評価」は、その内

容が組織目的に従属して意義付けられる概念である。第二に、組織には権限や責任の範囲に応じて各

階層があり、「統制と評価」には各階層に応じた考え方や評価指標が存在する。第三に、「統制と評価」

の手法は、組織やその各階層、さらに構成員の性格や行動様式を方向付ける機能を持つ。以下でそれ

ぞれの特質について詳述する。 
 
（１）組織目的との関係 

 

「統制と評価」を組織化という目的を達成するための手段と考えれば、その方法や基礎となる考え

方は、組織が達成しようとする目的に従属して決定される。例えば営利企業の場合には組織の目的は

究極的には「営利」すなわち利益の獲得とその分配であるから、「統制と評価」は、獲得すべき利益

の目標額を掲げて事後にその達成結果を財務諸表等によって株主をはじめとする利害関係者に報告

するという制度の内に組み込まれている。また、財務諸表等は利益の多寡や利益獲得の効率性などを

検討する際の資料としても用いられる。 

 
他方、官公庁の場合には、組織の目的は一義的には公共の福祉の向上を図るという行政目的の達成

であるから、「統制と評価」は、主として行政目的を達成するための政策と財源計画である予算の策

定と議会承認という事前評価に重点を置いた形で行われる。すなわち、財源や政策の緊急性に基づく

優先順位などを制約条件として、事前に厳格な審査や査定を経て予算が策定され、さらに議会による

承認という手続きを経て予算(業務)の執行が行われる。その結果は事後的に歳入歳出決算書によって

報告されるが、予算の事前審査によって十分な検討がなされているという建前から、決算報告では業

務の執行状況が予算の枠内にあるか否かに重点がおかれ、決算報告を基に積極的な「統制と評価」は

実態的としてあまり行われていない。 

 
なお、「営利」とは「利益を獲得してそれを分配すること」と定義される。ここで「利益を獲得」

するだけでなく、「それを分配する」という点は重要である。例えば社団法人や財団法人などの公益

法人や学校法人などにおいては、収入と支出の差額すなわち残余(剰余)としての手許現金が生じても、

制度上、当該収支差額は分配すべき「利益」とは認められず、公益法人や学校法人の目的とする事業

に再投資されなければならない。 

 
ただし、非営利組織であっても有限の経済資源を消費して活動する以上、より少ない資源をもって

多くの成果を組織目的に有効な形で達成することが求められることは営利企業と大きな差があるわ

けではない。すなわち、非営利組織であっても、組織活動は適度の経済性、効率性、をもって行われ

なければならない。ここに、非営利組織の一つである国立大学法人においても財務諸表が業績測定と

評価の対象となる理由がある。さらに、業績の多元的指標、すなわち、教育、研究、社会貢献などそ
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れぞれの重点領域毎に、適切な尺度を用いて業績を測定し、活動の有効性を評価することが必要とな

る。 
これまで、わが国の国立大学等は、文部科学省の所管する高等教育を行う機関として官公庁に準じ

た「統制と評価」が行われてきた。しかしながら、国立大学等は平成 16 年 4 月 1 日より法人化され

「国立大学法人等」へと移行し、それを契機として大学の改革と新生を行なうことが求められている。

すなわち、新たな理念のもとに構築された国立大学法人等の制度に基づいて、その組織目的を達成す

るために「統制と評価」の仕組みを再構築し、具体的な運用方法を確立することが求められているの

である。 
 
（２）組織の多階層的構造との関係 

 

組織には統治(いわゆるガバナンス)、経営(マネジメント)及び管理(コントロール)というように、権

限や責任の範囲に応じた各階層があり、それぞれの権限や責任に応じた「統制と評価」のための目標

や評価指標が存在する。 

 
「統制と評価」の役割は、目標の明示と達成状況の測定という機能を通じて組織運営を調整しなが

ら、基本的な目標(ミッション)の達成へと組織を導いてゆくことにあるが、このような「目標による

管理」の経営手法を導入こそが、国立大学法人等においても有効な「統制と評価」の制度構築が求め

られる所以である。 
 

ここで、「目標による管理」の経営手法において前提となっているのは、Plan（計画）⇒Do（実施） 

⇒Check（評価） ⇒Action （改善）の循環（マネジメントサイクル）の仕組みである。このような

PDCA のマネジメントサイクルに基づく「目標による管理」のシステムは経営効率化、業績管理のた

めの有効な手段として既に民間企業において広く採用されてきたものであるが、「目標による管理」

は、組織の構成員の職務と職務に関する「権限と責任の関係」が明らかな「分権的管理組織」の構築

を前提としている。国立大学法人等の制度的枠組は明らかに上記の意味での分権的管理組織を前提と

しており、このような、マネジメントサイクルの仕組みを国立大学法人等について示せば図 1 のよう

になる。 
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また、上図は国立大学法人等における組織運営の各階層における統制の課題にも対応している。す

なわち、大学のミッション(使命)や長期目標をもとに中期目標に関する原案を提出し、文部科学省が

学長に対して中期目標を提示するのは大学のいわゆる統治(ガバナンス)の領域である。また、中期目

標に基づき中期計画や年度計画を策定すること、より具体的には予算や日常の運営に関する事項は大

学の経営(マネジメント)の領域である。さらに、年度計画に基づく具体的な行動計画は管理(コントロ

ール、ただし、実際にはマネジメントとコントロールの重畳領域)の対象となる。したがって、そこ

での業績の「評価」には業績の「管理」という色彩が強くなっている。このように、組織の階層的構

造を前提として、様々な組織階層における「統制と評価」が存在することとなる。 
 
（３）組織構造および構成員に与える影響 

 

「統制と評価」の基本的考え方や手法は、組織全体の構造やその経営者および各階層における構成

員の性格や行動様式に大いに影響を与える。すなわち、組織の統治(ガバナンス)に関する考え方が変

われば、組織はその人事・物品管理・財務管理等の基本構造をも大きく変革されなければならない。

また、経営(マネジメント)上の目的が変更された場合には、その達成計画も併せて変更すべきであり、

その具体的な行動計画も上位の達成計画に沿ったものへと改める必要がある。 
 

例えば、国にとって国立大学に対する「統制と評価」の基本的考え方は、中期目標を前提として 6
年間の中期計画の達成度と改革の実績を評価し、それに応じて資源配分を変えていく、というもので

ある。そのために、各国立大学は国立大学法人等へと移行し、その組織構造を変革せざるを得ない。

学長の権限は大いに強化されるとともに、監事が文部科学大臣によって任命され国立大学の業務を監

査する。さらに、財務管理の面ではこれまでの国立大学特別会計の歳入歳出決算書でなく、各法人が

毎年度企業会計に基づく財務諸表を作成し、任命された会計監査人による監査を受けなければならな

い。これによって、国立大学は「目標による管理」が行われる組織という、これまでとは異なる組織

性格を持つことになる。 
 

また、「統制と評価」は、予算(経営資源の配分)と人事管理(評価や昇進)に関係付けることによって、

組織の経営者、管理者、職員等の構成員の行動様式に大きな影響を持つ。組織およびその構成員の行

動様式は相当程度「統制と評価」の仕組みや内容に決定付けられるといって過言ではない。 

 
例えば、経営協議会が設置され、組織及び運営の状況について自己点検や評価が行われるが、経営

評議会の構成員の半数以上は外部有識者であることになっており、運営管理に携わる職員は「経営の

効率性」についてより強く意識せざるを得ないであろう。 
 
ただし、あまりに精緻な、または過度に強圧的な「統制と評価」では、統制や評価のためのコスト

が増大したり、構成員が本来の目的と乖離した「評価のための評価」にとらわれるというようないわ

ゆる「評価疲れ」のような弊害の生ずる可能性も高い。また、国立大学という教育・研究・社会貢献

を目標とする法人にとって、何を、どのような視点からどのような評価指標でもって評価すべきかに
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ついては、今後も多くの試行錯誤を経て検討されるべきであろう。 

 
以上要するに「統制と評価」は、組織本来の目的は何かという基本的視点を見失うことなく、組織

自体やその構成員に与える影響を十分に考慮しつつ、本来の組織目的を阻害することのないよう効率

的かつバランスの取れた手法として策定されねばならない。 
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6.3 国立大学法人等における統制と評価 
 

（１）国立大学法人制度の「統制と評価」の仕組み 

 
ここでは、国立大学法人制度の制度的枠組み(外在的統制としての側面)を基に、「統制と評価」がど

のように行われるかについて概観する。国立大学法人に関する「統制と評価」は、中期目標期間にお

いて時系列的に以下のプロセス(代表的なもので大学によって異なる)によって進行することになる。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前述のように、国立大学法人の制度設計の大きな特徴は、「目標による管理」の経営手法を導入し

たことにある。すなわち、中期目標及び中期計画を大学自らが設定し、その達成状況が業績評価の対

象とされる一方で、国立大学の教育・研究等の活動を財政資源運用の側面からも業績評価を行い、競

争と評価に基づく資源の重点配分を通じて、新たな大学評価の仕組みを構築しようとしているのであ

る。 

こうした評価の仕組みを機能させるために、また、国立大学法人等の積極的な情報開示によるアカ

ウンタビリティ(説明責任)の履行を求め、財務会計情報の提供の手段としては「企業会計方式」を導

入している。したがって、各国立大学法人等は、毎事業年度終了後、遅滞なく国立大学法人会計基準

に準拠した財務諸表を作成し、監事及び会計監査人による監査を経て文部科学大臣に提出しなければ

ならない。 
 

なお、ここで監事による監査は会計を含めた国立大学法人等の業務執行全般に関する監査であり、

「統制と評価」の一端を担うものと考えられる。他方、会計監査人による監査は、国立大学法人等の

財務諸表が所定の会計の原則及び手続きに準拠した適正なものであり、国立大学法人等の財政状態及

び運営状況に関して真実な情報を提供するものであるかどうかについて意見を表明するものである。

① 文部科学大臣が国立大学法人等の作成する原案をもとに中期目標を定 

める(内部の意思に基づく外部からの統制) 

    ↓ 

② 国立大学法人等が中期目標を達成するための中期計画を定め、さらに中 

期計画に基づき各事業年度の達成計画である年度計画を定める(内部に 

おける統制) 

    ↓ 

③ 国立大学法人等の内部に設置された経営協議会や教育研究評議会など 

が各事業年度において、年度計画の達成状況を評価する(外部者の参画 

する内部における評価) 

    ↓ 

④ 国立大学法人評価委員会は毎年度業務実績に関する評価を実施すると 

ともに、中期計画期間(６年間)の終了時において中期目標の達成度を評 

価し、その結果を資源の配分に反映させる(外部からの評価) 
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すなわち、その役割は評価対象の一部である財務情報に対して信頼性を付与する機能であるため、こ

こではいわゆる「評価」の範疇には含めないこととする。 
 
以上を踏まえ国立大学法人法に定める「統制と評価」の制度や仕組みは次のように整理される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

統制の手段

中期目標

●

 1. 教育研究の質の向上
（第2条第5項） 2. 業務運営の改善及び効率化

 ● 3. 財務内容の改善
4.

（第30条第3項）
●

5.

（第36条第3号） （第30条第2項）

中期計画

● 国立大学法人等が作成

（第2条第6項） 1.
●

2.
（第31条第1項）

3.

4. 短期借入金の限度額
5.

6. 剰余金の使途

7.

（第31条第2項）

年度計画 中期計画に基づき定める計画
● 国立大学法人等が定める

（第2条第7項）
●

（第35条）

内　容

その他業務運営に関する重要
事項

重要な財産を譲渡しまたは担保

に供しようとするときには、その
計画

表3　国立大学法人法に定める統制の手段

中期計画期間（6年間）において達成
すべき業務運営に関する目標で以

下の事項につき定めたもの

上記１．の目標を達成するため
とるべき措置

上記２．の目標を達成するため
とるべき措置

中期目標を達成するための計画 中期目標を達成するための計画で

以下の事項につき定めたもの

文部科学大臣による制定や変
更には国立大学法人評価委員
会の意見聴取が必要

予算(人件費の見積もりを含
む。)、収支計画及び資金計画

意　義

大学の原案に基づき文部科学
大臣が定める

「国立大学法人等」が達成すべき業
務運営に関する目標

文部科学大臣は制定や変更を
際に財務大臣との協議が必要

制定や変更には文部科学大臣
への届け出が必要

毎年事業年度の開始前に、認可を
受けた中期計画に基づいて定める
当該事業年度の業務運営に関する
（第35条に定める準用通則法第31条第1項）

その他文部科学省令で定める
業務運営に関する事項

教育及び研究ならびに組織及

び運営の状況について自ら行う
点検及び評価ならびに当該状
況に係る情報の提供

制定や変更には文部科学大臣
の認可が必要
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（２）モニタリングの重要性 

 

統制と評価を効果的に行うための補助的手段としていくつかの有効な手法が存在するが、そのうち

特に重要なのはいわゆるモニタリングである。ここでは、モニタリングを、教育・研究・診療の現場

や関係者らにインタビューして計画と実際に状況との乖離がないか、業務がニーズを反映した適切な

ものであるかを検討する手続と定義する。この定義に従って、国立大学において想定されるモニタリ

ングの実施例を示せば以下のようになる。 
 

 
 

評価の実施主体 評価の内容 評価の性質

国立大学法人評価委員会 国立大学法人等の業務の実績 外部評価

　・文部科学省に設置 に関する評価

（第9条第1項） （第9条第2項）

監事 国立大学法人の業務を監査 内部監査（業務監査）

　・文部科学大臣が国立大学法 （第11条第4項）

　　人の役員として任命

（第12条第8項）

財務諸表を提出する際に監事 内部監査（会計監査）

の意見を付する

（第35条に定める準用通則法

第38条第2項）

経営協議会 組織及び運営の状況について 内部評価

　・国立大学法人内に設置 自ら行う点検及び評価 組織・運営面の自己点検

（第20条） （第20条第4項5号）

教育研究評議会 教育及び研究の状況について 内部評価

　・国立大学法人内に設置 自ら行う点検及び評価 教育・研究面の自己点検

（第21条） （第21条第3項8号）

文部科学大臣 積立金の処分における経営努 外部評価

　・国立大学法人評価委員会の 力の認定 経営努力の認定

　　意見を聴取 （第32条第2項）

（第32条第2項）

　・経営努力認定の承認を行う

　　際に財務大臣との協議が必

　　要

（第36条第4号）

会計監査人 財務諸表を提出する際に会計 外部監査

　・文部科学大臣が選任 監査人の意見を付する （会計監査；情報に対する信頼

（第35条が定める準用通則法 （第35条に定める準用通則法 性の付与であり、いわゆる「評

第40条） 第38条第2項） 価」ではないことに注意）

表4　国立大学法人法に定める評価の仕組
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なお、モニタリングには活動状況や背景となる外部環境の動向を常時観察し年次計画の管理や統制

に役だてることも含まれる。モニタリングのこうした側面を活用するためには、教育・研究情報と経

営情報が一体化した大学経営(管理)情報システムが整備されることが必要であるが、それがない場合

でも、教育や研究の現場における状況、例えば学生の出欠・単位登録・履修・納付金納入状況、教員

の教育研究活動、管理の資金・施設の使用状況等を常時追跡監視してそれを経営レベルへとフィード

バックしたり、あるいは注意を喚起することが重要である。 

 
（３）国立大学法人の中期目標・中期計画 

 
ここで、国立大学法人が公表している実際の中期目標・中期計画の「素案」をもとに、中期目標お

よびそれに対応する中期計画を想定して検討を試みる。例えば、「教育に関する目標」と「目標を達

成するためにとるべき措置」が下記のように定められたとする。 
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一般に、教育や研究に関する目標について、数値目標を定めることは困難であるかまたは適切でな

い場合も多いが、これを達成するためのいくつかの措置を策定した場合、その達成状況について具体

的な数値目標を設定することが可能である場合が多い。例えば、「総合的判断力、社会的責任感、グ

ローバルな視野を有する人材」が何名育成されたか？という問いはあまり意味がないが、「多様な学

問分野の最先端の研究成果を教育内容に反映させ、学生の知識欲を増進させる」ために各部局の教官

が特別講義を何回実施したか、出席者数はどれだけであったか、学生の受けた印象はどのようなもの

であったか、という測定や調査は評価を行うに際して有効であろうと考えられる。 
 

また、下表は「財務内容の改善に関する目標」と「目標を達成するためにとるべき措置」の想定例

である。 
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「財務内容の改善に関する目標」には「外部研究資金その他自己収入の増加」のほかに、「経費の

抑制」、さらに「資産の運用管理の改善」などの目標があげられているが、このような目標について

は、数値目標を定めてその達成状況を評価することは比較的容易であり、また有効でもある。 
 
中期目標は、6 年間の中期目標期間における目標であるから、その実施段階においては年度ごとに

年度計画が策定される。年度計画は、中期計画の内容によって全学レベルで定めるべきものもあれば、

各部局レベルでの具体的な行動計画を立てるほうが目標達成のためには効率的な場合もある。いずれ

にしても年度計画やその構成要素である実施目標や数値目標は、大学全体の目標から各部局の課題へ

と細分化され、国立大学法人における統制と評価のための、「多層的な組織目標の連鎖」が形成され

ることになる。 
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6.4 統制と評価の実施上の課題 
 
前節までに国立大学法人の「統制と評価」について、主として経営管理論的見地から制度的枠組み

を中心に考察したが、ここでは法人化後に想定される実施上の課題について検討する。というのも、

現状では国立大学法人法及びその政省令自体が基本的な大枠を定めたものにとどまっているために、

「統制と評価」を現実に実施する場面では多くの課題が出来するものと想定されるからである。 
 
（１）会計的情報の活用における課題 

 
まず、国立大学法人等の財務情報について、具体的な活用の場面で想定される課題について検討す

る。評価の機能のひとつは「目標達成度の測定」であるが、会計的情報の活用には以下の 2 つの側面

が想定される。これらは会計学における、外部報告会計および内部報告会計という概念に照応するも

のである。 
①アカウンタビリティ(説明責任)を果たす役割(財務会計的側面) 

②業務を改善し戦略を策定するための役割(経営管理的側面) 
 
ここで問題となるのは、財務会計的側面における会計的情報については、制度的枠組みがある程度整

備されているものの、経営管理的側面については、よるべき指針が現状ではほとんどないということ

である。 
 
①アカウンタビリティ(説明責任)を果たす役割(財務会計的側面) 

説明責任を果たすための財務情報として、国立大学法人等には、企業会計方式(発生主義に基づい

て複式簿記により記帳する方法)の考え方に基づく財務諸表を作成し、監事および会計監査人の監査

を受け、意見を付して文部科学大臣に提出することが義務付けられている。また、国立大学法人等の

財務諸表は、「国立大学法人会計基準」に準拠して作成されることが求められており、当該基準に準

拠した財務諸表であれば、「国立大学法人の財政状態および運営状況に関して、真実な報告を提供し

ている(「国立大学法人会計基準 第 1 真実性の原則」)ものと認められ、運営費交付金等を財源に教

育研究等を実施している国立大学法人等のアカウンタビリティ(説明責任)はひとまず果たされたもの

と考えることができる。これは会計的情報の財務会計的側面(外部報告会計)である。 
 
国立大学法人評価委員会による「業務の実績に関する評価」、文部科学大臣による「積立金の処分

における経営努力の認定」などの評価は当該財務諸表を基に行われる。ところが、特に損益計算書に

ついて国立大学法人会計特有の処理を原因とする課題が散見される。例えば、国立大学法人の損益計

算書の目的別経費は法人の収入を源泉とする活動に限定され、科研費等の個人向け補助金は対象外と

されている。その結果、経費とそれに対応されるべき収益とが対応しない場合がありうる。特に教育

研究の活動評価に際して費用対効果の測定を誤らないように注意が必要である。また、中期計画では

財務内容の改善や効率化のための具体的措置が記載され評価対象となるが、管理経費とその他の区分

は必ずしも明らかでないし、経費節減の説明を可能にするのに必要な原価計算手法の確立も今後の課

6-15



題である。さらに、中期計画で、自己収入の増加のための具体的措置が記載され評価の対象となるが、

外部資金の獲得評価において研究代表者の金額のもつ意味をどう扱うかという課題も解決されねば

ならない。 
 
②業務を改善し戦略を策定するための役割(経営管理的側面) 

一方、会計的情報には業務を改善し、戦略を策定するための役割もある。これは会計的情報の経営

管理的側面(内部報告会計)である。大学全体の財務諸表の作成は、各部局(学部、学科、研究所、附属

病院等)を会計単位として行われた会計処理が決算時に集計合算されて行われることが想定されるが、

部局ごとに財務諸表が作成されている場合には、財務諸表と有機的関連を持つ経営管理目的の会計的

情報(セグメント情報)が作成されていることになる。この場合、各部局の財務諸表を経営管理目的で

利用することができる。例えば、総合大学においては、学部別の財務諸表を比較することによって、

各学部の運営状況を比較することができる。また、教員・職員の人数と人件費、学生数と教育研究経

費等の数値データを基に教員一人当たりの人件費や学生一人当たりの教育研究経費を算定すること

ができればそれらは有効な経営管理上の指標となりえよう。(第 11 章 財務分析 参照)  

ところが、人件費を除く目的別の経費把握の困難性(①教育②研究③教育研究支援④診療の活動の

区分の困難性)や共通経費の配賦の問題もあって、会計的情報の経営管理的側面についていまのとこ

ろよるべき指針は見当たらない。「国立大学法人会計基準」においても、教育経費と研究経費の区分

については経費の発生場所により経費の帰属を決定すること及び附属病院について別セグメントと

すべきことを定めているのみであり、この点も今後の課題となろう。まずは、大学内部における経費

の発生態様を研究しつつ、各部局ごとの教育や研究にかかわるコストの把握を可能ならしめるシステ

ムが構築されることが望まれる。具体的には各部局別の原価計算の制度を構築し、運用してゆくこと

が必要と思われる。ただし、仮に数年以内にこれらの問題が解決されたとしても、研究、教育さらに

社会貢献の分野における、業績評価の指標体系やそのシステム化には相当の時間を要すると思われる。 

 
企業における内部報告会計の体系がそうであるように、本来、内部報告目的の会計はそれぞれの会

計主体がその必要に応じて個別に定めるべきであるが、国立大学法人化後しばらくは学部構成や附属

病院の有無など類似する大学同士でセグメントや経費科目を共通的に用いるなどして対処し、さらに

は評価指標を共通し、ベンチマーキングを行うなど一定の方法を開発するまでは試行錯誤を余儀なく

されるであろう。 

 
（２）統制と評価の重層的構造のもたらす課題 

 
文部科学省、国立大学法人評価委員会、経営協議会、教育研究評議会、監事および会計監査人など、

国立大学法人法の定める統制および評価の制度については前述したが、実際にはこれらの役割分担に

ついては必ずしも明確ではない。例えば、財務諸表についても、誰が、どの時点で、承認すれば確定

するのかは必ずしも明確ではない。制度上は監事と会計監査人が意見を付して文部科学大臣宛に提出

することとなっているが、実質的には大臣承認が下されるまでの間は未確定の状態が続くことが予想

される。また、経営努力の認定に際しては財務省と協議することが定められており、さらには、総合
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科学技術会議、会計検査院、総務省の政策評価・独立行政法人評価委員会などが多重的・多層的な統

制システムとなっている。これらの相互調整を図ることもまたひとつの課題となろう。 
 
（３）非会計情報の活用における課題 

 

なお、ここで非会計情報の評価について付言しておく。大学の主たる活動は、教育、研究及び社会

貢献であって、各大学によりどれを重視するかの差異はあっても、これらの各活動について適切な評

価とそれに基づく統制が行われるべきことはいうまでもない。財務はこれらの活動を実現するための

手段的性格を有するに過ぎず、会計情報を重視するあまり非会計情報を軽視するようでは本末転倒で

ある。しかしながら、非会計的情報の評価は教育研究という機能についての活動の結果についての情

報を収集し、データを蓄積する一連の活動のうえにようやく手法が確立しつつある。 

例えば、1980 年代の半ばより、教育という活動の成果を改善し新たな計画を策定するに際して、

学生たちが学んだことについてのアセスメント、すなわち教育の成果としてのアウトカム・アセスメ

ントの必要性が指摘されてきた。 

高等教育に対するニーズを的確に把握すべく、大学は常に問い続けなければならない。すなわち、 
・学生たちは何を学びたいのか?何に価値を見出しているのか? 
・そのために大学や学部などはどのような準備教育プログラムを備えているのか? 

・留年や中退の発生率はどのくらいでその原因何か? 
・学部教育の品質は満足すべきものであったか? 
・学生たちが受ける教育助言は効果的なものであったか? 

・学生自身は学部教育での経験についてどのように感じているのか? 
・学生支援のためのプログラムは効果的なものであったか? 
・卒業後の学生たちに何が起こったか? 

 
アウトカム・アセスメントの利点はこうした問いかけを実際に行うことそのものに存在する。それは、

大学の説明責任に関する新たな評価体系を構築することを要請している。このような情報を収集した

り、データとして活用する各種の手法(標準化、能力開発技法、聞き取り調査、自己申告に基づく学

生記録等)も開発されている。 
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6.5 リスク・マネジメントについて 
 
今日、リスク・マネジメントという用語は多く用いられており、その意味するところは広くなって

いる。すなわち、伝統的なリスク管理者の役割に加えて、職業的専門家の各分野における特殊な事例

についても用いられるようになった。例えば投資家は投資ポートフォリオの投資リスクに関して、ま

た、医師らは医療関連の訴訟リスクについてリスク・マネジメントの用語を用いることがある。 
 

それでは、伝統的リスク・マネジメントとか、高等教育におけるリスク・マネジメントとはどのよ

うなことを意味するのであろうか。本章では、次のような人々、 
・リスク・マネジメントの監督責任を負うべき立場にある人々 

・リスク・マネジメントを直接に行うべき人々 
・21 世紀におけるリスク・マネジメントの目的をより理解することを求める人々 

を対象にする。ここに含まれる情報はリスク・マネジメントのプロセスと大学のリスク・マネジメン

ト・プログラムの本質的な構成要素を提供する。 
 
（１）リスク・マネジメントの定義 

 

リスク・マネジメントは、リスク発生に対処するために保険をかけるようになるに伴い発達してき

た。当初リスク・マネジメントの範囲は、経済的損失をもたらす事故に限定され、投機的取引からも

たらされる損失や、損失または利益をもたらすようなリスクは除かれていた。80 年代に入って、リ

スク・マネジメントは、より洗練されたリスクに対する財務的手当てとして、リスク移転やコントロ

ール戦略をも含む概念に拡大してきた。 
その拡大は今も続いており、伝統的なリスク・マネジメントの焦点は、投資、事業さらには政治上

のリスクをも包含するより複合的な戦略的リスク・マネジメントへと拡がっている。基本的な定義は

この変遷を明らかにする手助けとなる。米国保険業協会の出版した「リスク・マネジメントの本質」

は今のところリスク・マネジメントを「組織にとっての偶発的かつ事業上の損失に伴う不利益の影響

を最小限に留めるための意思決定および実行のプロセス」と定義している。このリスク・マネジメン

ト現時点での定義は、リスク・マネジメント原則が、組織の財産を偶発的なリスクから完壁に保全す

るというよりも、それを除去しあるいは減殺するために適用されねばならないという理解を反映した

ものとなっている。 
 
（２）リスク・マネジメン卜の役割 

 
組織によるコミットメン卜、組織の方針及び哲学 

 
リスク・マネジメン卜のコミットメン卜 

リスク・マネジメント・プログラムが成功するためには、運営委員会、学長、さらに教務及び財

務の上級管理者による強い支援が必要である。効果的リスク・マネジメントの実施のためには、リ
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スク・マネジメントの基本的目標を上級運営管理者の義務として示すことが本質的に必要である。

さらに、組織のリスク・マネジメント方針が組織のミッションや目標に適合していることが保証さ

れなければならない。単科大学(カレッジ)や総合大学の組織的なミッションや戦略計画に適合した

リスク・マネジメント方針が文書として作成され、学長による署名と運営委員会による支持がなけ

ればならない。 
 

リスク・マネジメン卜方針 

リスク・マネジメント方針は、組織のリスク・マネジメントについての根本的な考え方を簡潔明

瞭に謳い、またプログラムの責任について広範な視野を示したものでなければならない。それは組

織の全構成員に認知され、リスク・マネジメントの努力の根本として日常的に参照されるとともに、

発展し続けるリスク・マネジメン卜の役割について組織内で定期的に見直しが行われなければなら

ない。リスク・マネジメント方針は、マネジメント・マニュアルあるいは類似の文書の形で、リス

ク管理者の具体的な職務上の義務、報告機能やプログラムの具体的目標を敷衍したり詳述すること

ができる。 

 
リスク・マネジメン卜の哲学 

リスク・マネジメントに関する組織的なコミットメントを示し、リスク・マネジメント方針を文

書化することに加えて、重要なのはリスクのマネジメントが組織の全構成員の責任であるというリ

スク・マネジメント哲学の構築である。このメッセージは組織内に周知徹底され、リスク・マネジ

メント方針や手続き、研修プログラム、プログラムを支援する管理者による監督によって補完され

ねばならない。 

単科大学(カレッジ)や総合大学におけるリスクは枚挙に暇がない。教育、研究、及び出先機関の

ミッションのあらゆる局面が、組織にとって重要なリスクとなりうる問題を引き起こす潜在的可能

性を秘めている。効果的なリスク・マネジメントのためには、リスク・マネジメントに責任を有す

るリスク管理者、事務担当者などが、リスク・マネジメントの目標、哲学、及びプロセスを他の人々

と共有していなければならない。 
 

高等教育におけるリスク 

リスクとは経済的損失や人々の蒙る苦痛をも含む損失、あるいは組織がその目標を達成すること

を妨げる恐れのある事象の潜在的可能性であり、実際の損失には有形固定資産の滅失や業務損失、

第三者からの訴訟(医療過誤等)に基づく経済上の損失、その他大学の名声を損なうことなどが含ま

れよう。大学はリスクの原因と組織全体に及ぼすインパクトの両方を認識するために、そのリスク

を潜在的に査定しておく必要がある。 
 
（３）キャンパスリスクの分類 

 
カレッジや総合大学におけるリスクの発生は次の 5 つの分類のどれかに当てはまる。 

・運営リスク 
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・法規制上のリスク 

・財務的リスク 
・政治または名声に係るリスク 
・科学技術上のリスク 

 
運営リスク 

運営リスクとは事業運営に関して生ずるリスクである。事業の運営には教育、研究、建物の取得

及び運用、雇用、そして給食や宿舎の確保、移動手段、安全確保及び防犯などが典型的なものとし

て含まれる。運営上の損失としては建物の喪失、中核職員の離職、給食や教育を出来なくなること

などが含まれる。 
 
法規制上のリスク 

法的及び規制上のリスクとは高等教育機関が遵守すべき労働安全衛生や環境保護、労働者の権利

擁護に関する様々な法律や規制(労働基準法等)に関連して生起する。法令や規制の違反は罰課金や

交付金・補助金の取消、あるいは施設や研究業務の閉鎖を通じて損失をもたらす可能性がある。 

 
財務的リスク 

財務的リスクとは資産に対するリスクである。例としては組織の施設の滅失、財産の盗難、著作

権の侵害などによる資産の第三者への移転、あるいは金融資産の資産価値下落などが挙げられる。 

 
政治または名声にかかわるリスク 

政治または名声にかかわるリスクとは立法関係者や国民の当該大学に対する評価の低下を指す。

例えば大学受験者の減少や競争的資金の獲得状況の低下が公表されると大学セクター内での評価

が低下したり、学生が飲みすぎで死亡したりすると組織の評判は痛く傷つけられ、同窓会の加入率

や寄付の減少といった結果をもたらす。 
 

科学技術上のリスク 

科学技術の分野でもリスクは日々その姿を現しつつある。大学のウェブサイトがダウンしたり侵

害された結果、電子記録の改ざんが行われたり、遠隔地教育や対外とのコミュニケーションに支障

が出たり(研究成果の公表が遅れる)といった、変化のめまぐるしい情報通信を初めとする科学技術

は高等教育にとって新たなリスク分野となっている。 
 
これら 5 つのカテゴリーのリスクは、リスク管理者だけでなく、運営管理者や役員会にも関係のあ

る分野である。これらは組織のリスク・マネジメントにとって統合的アプローチの必要性を示唆して

いる。キャンパスにある者は誰であれこれらのカテゴリーのリスクに取り組むこととなろう。リス

ク・マネジメントの課題はしばしば、法律的、環境上の健康や安全、人的資源、公的安全業務の各分

野が重複したものとなっている。 
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（４）リスク・マネジメン卜のプロセス 

 

高等教育機関におけるリスク・マネジメントの分野は拡大しているが、リスク・マネジメントのプ

ロセスにはそれほどの変化はない。基本的に日常生活における人々の意思決定のプロセスは特別なも

のではなく、リスク・マネジメントの分野においてもそれほど特殊なものではないということであろ

う。最も基本的なレベルにおいては、リスク・マネジメントのプロセスは次の 5 つである。 
・認識し、 
・分析し、 

・選択し、 
・実施して 
・モニター(事後評価)する。 

 
ステップ 1：リスクは何かを認識する 

潜在的な損失発生の認識が効果的なリスク・マネジメント・プログラムの第一段階である。リス

クはまず認識しないことには対処できない。リスク認識の最初の段階では何が、どのようにコント

ロール可能か、何が回避できるのかを認識する。リスクの認識には様々な方法があり、多くの人々

がそれを行いうる。ただし、リスクの認識は、業務やプロセスを最も熟知している人々が協働して

行う場合に最も効果的に行いうる。 

 
ステップ 2：対策の実行可能性を分析する 

リスク・マネジメントが主に保険をかけることと考えられていた時代には、リスクを避けること

と保険をかけることの二つの選択肢が最も議論の的となった。保険をかけるという選択肢はしばし

ば付保範囲の広さや損失を十分カバーできる保険金額を持つ保険を選ぶことを意味していた。とこ

ろが、幸運にもリスク・マネジメント・プロセスはどのようなコストをかけてもリスクを避けるこ

とから進化した。すなわち、いまやリスクの回避や付保に加えて、リスクは損失回避努力やリスク

移転の方法によってもリスクに対処することができるようになったのである。 
したがって、リスク・マネジメントの第 2 のステップは、各選択肢を検討し、それらの実現可能性

を決定することとなった。外部的要因や特殊な環境、財務的配慮、利用可能な資源、さらには常識

までが選択肢が実現可能なオプシヨンか決定する要因である。 
 

ステップ 3：最善の選択肢を選ぶ 

リスク・マネジメント・プロセスの第三のステップは、ある特定の状況、運営主体あるいは全体

としての組織について最善の選択肢を選ぶことである。 
異なるタイプの組織には異なる目標があり、リスク・マネジメントを効果的に行うためには、選

択肢や選択肢の組み合わせは組織の目標に適合したものでなければならない。 

 
ステップ 4：選んだ選択肢の実施 

リスク・マネジメントの選択肢の実施には二つのアプローチがある。ひとつはテクニカルアプロ
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ーチであり、それは、リスク・マネジメントにおいて、その選択肢が最良であるかについて一度選

択がなされたら、その実施は専門家が独立的に実施するというものである。一方、統合的アプロー

チでは、リスク・マネジメントは選んだ選択肢を実施するのに相互依存的な共同的実施による方法

である。 

 
ステップ 5：選んだ選択肢のモニタリング 

リスク・マネジメント・プロセスの最後のステップは選んだ選択肢のモニタリングである。どの

ような行動であれ、外部要因を変えることとなる。これは、人々や科学技術に関する行動における

ひとつの真実である。リスク・マネジメントの解決案として効果的であったソリューションも時の

経過とともに効果が薄れてくる。それゆえ、同時進行的または定期的モニタリングが本質的に重要

になってくる。 

 
( 5 ) 国立大学法人の保険制度について 

 
総合損害保険制度について 

リスク対策の選択肢として最も実行可能性が高く、かつ有効なリスク・マネジメントの手段とな

りうるのが保険である。これまで国立大学は国の機関として国家賠償法による手当てがなされ損害

保険等によるリスク対応は不要であったが、平成 16 年 4 月 1 日に国立大学法人として設立後は、

各大学法人の運営は自主自律のもとで自らの責任でなされることとなり、また国家賠償法の適用外

となることから賠償責任等についても責任当事者となる。したがって、大学法人の設置目的やその

社会的責任に鑑みて、多様な教育研究活動の展開と円滑な大学運営のための損害保険等を活用した

適切なリスク・マネジメントが求められることになる。リスクに対しどのような損害保険を手当し、

あるいは手当しないか、さらに他の対応策をとるか否かは、各大学法人の自主的な判断と責任に基

づいて行われるべきものである。 
 

損害保険を手当てしようとする場合、個々の大学法人は、①多種多様な損害保険制度に関する知

識、②リスクの調査と分析、③保険料の適正化、④損害保険の検討など、専門的知識と業務負担が

必要となる。しかしながら、あるリスクについて過大な付保を行うことは保険料の過大な負担を余

儀なくされ、反対に必要な付保が行われていない場合には保険に空白が生じ、不測の事態が発生し

た場合、大学の運営上支障をきたすことも考えられる。 
 

こうした事態に対処するため、社団法人国立大学協会(以下「国大協」という)が中心となって国

立大学法人向けの合理的で簡便な総合損害保険制度の開発が進められてきた。本制度は国大協が取

りまとめる損害保険であり、国大協の会員のみを対象としている。その基本的考え方は、①国立大

学法人において、教員学生等が安心して教育・研究活動に従事できるように、教育・研究の物的基

盤と人的活動に着目しつつ、②国立大学法人等の選択の自由度を確保すること、③総合化により各

法人の事務負担の軽減が図られること、一定の会員数が加入することを前提としてスケールメリッ

トを追求し、保険料の軽減を図ること等である。 
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総合損害保険制度の概要 

総合損害保険制度は、大学法人が共通に直面する基本的なリスクに対応できることを基礎としつ

つ同時に各大学法人が抱える固有のリスク、あるいは個別の事情が柔軟に反映でき、選択できるオ

プションをつけた大学法人向けの保険制度の構築を目指している。その概要は以下のとおりである。 
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